
令和７年度

世田谷区高齢者社会参加促進支援補助事業

募集要領補足資料
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◆世田谷区高齢者社会参加促進支援補助事業とは◆
高齢者が地域社会とのつながりを持ち、いつまでもいきいきと暮らせるよう、
社会の一員として活動へ参加するきっかけをつくるとともに、高齢者が長年
培った豊かな知識、経験等を活かし活躍できる機会を拡充することを目的とし
た補助金です。
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自主的かつ営利を目的としないものであり、次に掲げるいずれかの事業
であることが条件です。

地域住民や高齢者を中心とした団体が
行う、高齢者の居場所づくりを目的と
した事業
※「高齢者の居場所」とは、65歳以上
の区民がくつろいだり、他の高齢者や
多世代の方と話をしたり交流できる場、
健康づくりや学び、趣味の活動に参加

できる場を指します。

①居場所づくり事業(Ｐ4～6参照)

高齢者の経験や能力、活動
意欲などを活かし、広く区
民や地域を対象に実施する
地域貢献事業

②地域貢献事業(Ｐ7～10参照)

補助の対象となる事業
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補助の対象となる事業～居場所づくり事業～

◆居場所づくり事業とは…？

(２)月１回以上かつ半年以上継続して行う事業であること。

(３)団体の構成員以外を対象とする事業であること。

居場所づくり事業のイメージは次項をご確認ください。

《要件》

補助事業の参加者に、
申請団体の会員が含
まれていないことが

要件です。
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(１)Ｐ５、６に記載する目的のとおり行う事業であること。



イメージ
居場所づくり事業
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地域住民や高齢者の団体

区

補助金

本補助金を活用し、
団体のノウハウを
活かして、高齢者
を対象に事業を実

施する。

事業を実施することで、

居場所づくり事業イメージ

多世代交流
の場につな

がる

社会参加に
つながる

有機的なつ
ながりがで

きる

継続して事業を行う交流の場
があることで、地域高齢者の

居場所づくりにつながる

高齢者の居場所事業
※65歳以上の区民がくつろいだり、他の高齢者や
多世代の方と話しをしたり交流できる場、健康づ

くりや学び、趣味の活動に参加できる場
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地域の高齢者

楽しそう
だから参加
してみよう♪



補助の対象となる事業～地域貢献事業～

◆地域貢献事業とは…？

(２)様々な広報を活用し、広く区民への周知を行う事業であること。

(３)団体の構成員以外も対象とする事業であること。

地域貢献事業のイメージは次項をご確認ください。

《要件》

補助事業を行う団体の
会員のみを対象とする
事業は対象外です。
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(１)Ｐ８～１０に記載する目的のとおり行う事業であること。



？広く区民や地域を対象に実施する事業とは・・・

例）地域で集まって体操を行っている高齢者団体(※)。
※「高齢者団体」とは、構成員の１/２以上が

６０歳以上の区民である団体を指します。 団体で活動するための経費がたり
ない…。
活動するための会場費、その他必
要な消耗品費等

この補助金を活用したら、団体が継続して
活動できるかも！高齢者社会参加促進支援

補助金に申請してみよう！

このような活動
は補助対象には
なりません。ご
注意ください。

◆補助対象にならない団体活動例

不交付決定

審査

区

団体のみを対象と
した経常的な活動
にこの補助金は交
付できません。

理由
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会員にならないと
参加できない！



◆補助対象になる団体活動例
例)地域で集まって体操を行っている高齢者団体(※)。

※「高齢者団体」とは、構成員の１/２以上が６０歳以上
の区民である団体を指します。

地域区民の方にも、体操の
楽しさを知ってほしい！健
康づくりの重要さを知って
ほしい！

自分たちの知識を活かした
「健康」についての講座や体
操体験会を、広く地域に開か
れた形で実施しよう！

団体として体操を定期的に
行なっており、「健康」に
ついての知識・経験が豊富

実施するには…
会場費や周知用のちらし作成費なども
かかる。専門的な講師も呼びたいので、
謝礼も必要。その他消耗品費(消毒物品
等)などの経費を申請しよう！

区

審査

交付決定

区民への貢献事
業に必要な経費
であるため。

理由
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地域区民が気軽に
参加できる♪



地域貢献事業は、広く区民や地域を対象に行われ、
地域に開かれた事業であることが要件です。
※補助対象期間の事業への参加にあたり、団体の

加入を条件とすることはできません。

《注意！》
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◆補助の対象となる要件・補助の対象となる期間

（１）補助対象事業に合致した事業を行うこと。

（２）団体構成員の総数が５名以上であること。

（４）以下のいずれかを満たすもの
①居場所づくり事業＝団体構成員の１／２以上が区民であること。
②地域貢献事業＝団体構成員の１／２以上が６０歳以上の区民であること。

【補助の対象となる要件】
次に掲げる全ての要件を満たす団体であること。

【補助の対象となる期間】
令和７年４月１日～令和８年３月３１日の間で、事業に実施するために必要な期間

（３）主に区内で活動し、区民を対象とした取り組みを行うこと。
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◆補助金上限金額

対象となる
事業種別

交付額の上限

(１)居場所づくり事業 ２５万円
※ただし、補助事業の規模を勘案して、居場所づくりに多大な成
果を得ることができると区長が認める場合は、５０万円を上限と
します。
【２５万円／５０万円の基準】
・２５万円：月１回以上かつ半年以上継続して行う事業
・５０万円：おおむね月１回以上かつ通年を通して行う、

各回一定数の参加者が見込める事業

(２)地域貢献事業 １５万円

※原則１団体１事業までの申請です。
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※なお、補助金交付申請の審査後、交付予定総額が予算総額を超える場合は、全ての交付決定
団体に対して一律の割合で減額した補助金を交付します。



スマホ・タブ
レット等を活
用して参加者た
ちで意見交換等
を行うサロン風
カフェ

和紙を使った指ト
レーニング講座
(ランプシェード
の作成など)

(参考)令和６年度補助事業例

環境について総
合的・啓発的に
楽しく学ぶ講座

フレイル予防や健康寿
命の延伸につなげると
ともに、ポールウォー
キングを通じた地域づ
くりを目的とする事業

例①

例④

例③

例②
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◆補助金の交付とならない事業

【※注意点※】必ずご確認ください。

◎区(外郭団体含む)、国、他の地方公共団体等から補助金、助成
    金、委託料等を受ける事業

補助金・物品助成例 所管課等

支えあいミニデイ運営補助 世田谷区社会福祉協議会

ふれあい・いきいきサロン補助事業 世田谷区社会福祉協議会

地域活動団体に対する物品等助成 総合支所地域振興課

身近なまちづくり推進事業補助 総合支所地域振興課

地域の絆連携活性化事業 世田谷総合支所地域振興課

①補助金・助成金についての例
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◆補助金の交付とならない事業

②補助金、助成金以外についての例

指定管理者から
委託を受けた指

定管理事業

区または他自治
体から委託を受
けている事業

区の名義使用承
認を受けている

事業

区の公共施設の例
うめとぴあ、せた

がやがやがや館、ひ
だまり友遊会館等
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◆《例》補助対象経費になるもの・ならないもの

------------------------------------------------------------------------------------

NG
補助対象経費にならないもの

「団体の経常的な活動」
「団体の運営経費」

OK
補助対象経費になるもの

「補助事業に直接要する経費」

①団体の経常的な活動とは…
●定例会
●会報発行
●団体内（会員のみ）を対象とするイベント活動
⇒親睦旅行、講演会、勉強会 等

●団体の周年事業等

②団体の運営経費とは…

●団体の経営的な活動にかかる経費
⇒維持・運営に関する経費、団体が継続的に利用す

る備品の購入など
●申請団体及び構成員が所有する物件や物品の使用料

など申請団体及構成員に支払う経費
●団体の直接的な経費になるもの
⇒団体の連絡等で用いる通信費、団体で利用する物

品の購入(地域貢献活動に用いる物品を購入した
場合でも、後々団体の所有物になる場合は補助対
象外経費です。) 等

【例】令和６年度の補助事業から抜粋
●著名な方を招いた講演会
⇒講演会講師への謝礼、講演会会場使用料、

付帯設備料金、周知用ちらしの印刷代、
ちらしのデザイン委託料など

●高齢者等を対象にした健康づくり事業(ポールウォー
キング、サルサダンス など)
⇒参加者を対象にした傷害保険料(役務費)、当日従

事スタッフの人件費など
●高齢者等を対象にした学びの場の提供

(書道教室、ITカフェ、環境啓発講座など)
⇒講座で利用する消耗品費(ボンド、消毒物品など)、

当日資料送付用の切手代(役務費)など

①補助事業に直接必要になる経費
②申請する補助事業の実施期間内に支払いをする経費
③実績報告の際に、要件を満たした領収書等が提出で

きる経費(詳しくはP17～20をご覧ください。)
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◆補助の対象となる経費 ～領収書について～

◎人件費、報償費について

領 収 書

令和●年●月●日●●●●●●研究会 様

金額 １０,５００円

但 ●月●日分講師謝礼として

上記正に領収いたしました

世田谷 太郎

④

③

②
①

①…宛名を正しい団体名称で記載してください。
宛名は申請書に記載した正しい申請団体名称で
記載してください。誤った名称や略称されたも
のは補助の対象経費となりません。

②…実際に支払いが行われた日付を記載してください。
報償費・人件費のお金を実際に支払った日付を書く
ようにしてください。交付決定日以降の支出が対象
経費となります。日付にはご注意ください。

③…「いつ」・「なに」に対する謝礼か明確に分
かるよう記載してください。

報償費・人件費のだたし書きは、「いつ」・「なに」
に対する謝礼なのかわかるように記載してください。

④…受領者のサインを必ずもらうようにしてくだ
さい。

報償費・人件費は受領した方に必ずサインを
貰ってください。ないものについては補助の対
象にはなりません。 17



◆補助の対象となる経費 ～領収書について～

◎人件費について
日 付 氏 名 金 額

内 訳
金 額
総 計

受領
サイン

１ ●月●日 世田谷
花子

●月●日スタッフ
従事費
1,113円×2時間

２,２２６円

２ ●月●日 北沢
太郎

●月●日スタッフ
従事費
1,113円×2時間

２,２２６円

３ ●月●日 玉川
花子

●月●日スタッフ
従事費
1,113円×2時間

２,２２６円

４ ●月●日 砧
太郎

●月●日スタッフ
従事費
1,113円×2時間

２,２２６円

５ ●月●日 烏山
花子

●月●日スタッフ
従事費
1,113円×2時間

２,２２６円

① ②

⑤

④
③

必ず人件費を
受け取った人

の直筆。

→以下のような表を作成して領収書としても可。

①日付：
実際に人件費を支払った日付を記載してください。

②氏名：
事業を実施する際に、人件費を支払う予定の団体
構成員、スタッフの名前を入れてください。

③金額内訳：
人件費総計の内訳を記入してください。(いつの分の
人件費か明記し、単価×時間×日数等詳しい内訳を
記載してください。）

④金額総計：
該当者に支払う人件費の金額総計を記載してくだ
さい。

⑤受領サイン：
受領した本人のサインが必要です。
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◆補助の対象となる経費 ～領収書について～

◎消耗品費・物品購入費・印刷費・役務費・使用料・委託料等
(人件費、報償費以外の経費 ）

※報償費・人件費以外の経費は原則店舗等から直接発行される領収書を添付して
ください。

金額が手書きで書き
足せるような領収書
は補助対象経費とし
て認められません。

領収書発行の日
付は交付決定日
以降であるか確

認
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◎人件費、報償費以外の経費(消耗品費・物品購入費・印刷費・
役務費・使用料・委託料等）領収書の例

別 紙
①：認められない例

②：適切な例
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Shimooka101
フリーテキスト
別紙①



Shimooka101
フリーテキスト
別紙②



Shimooka101
フリーテキスト
別紙②



◎１ 参加料をとる場合

支出(事業全体)

報償費 68,500円

人件費 16,695円

消耗品費 15,000円

印刷費 10,000円

使用料 10,000円

①支出総計額 120 ,195円

収入(事業全体)

補助金 105,195円

参加料
1人300円
定員10名
全5講座

15,000円
(300円×10名×5
講座)

②収入総計額 120,195円

120,195円(事業全体の
支出総計額)ー15,000円
(参加者から徴収する

参加料)＝105,195円(補
助金充当金額)

①支出総計額と②収入総計額は
金額が一致する必要があります。

◎２ 支出が補助金額よりも多くなってしまう場合⇒団体の自己経費を含む計画の場合
支出(事業全体)

報償費 137,000円

人件費 16,695円

消耗品費 30,000円

印刷費 20,000円

使用料 60,000円

①支出総計額 263,695円

収入(事業全体)

補助金 250,000円

〇〇〇〇〇〇
研究会自己経費

13,695円

②収入総計額 263,695円

補助上限金額の250,000円
を超えた事業を実施する
場合は、団体の自己経費
または参加料で補ってく

ださい。

◆収支計画書作成時の注意点！

必ず①、②は同じ金額です。
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！ポイント！
どの支出経費を補助金に充て、どの支出経費を参加料・自己経費から補うか、計
画時に想定しておくことが重要です。

例）

支出(事業全体)

報償費 68,500円

人件費 16,695円

消耗品費 15,000円

印刷費 10,000円

使用料 10,000円

①支出総計額 120 ,195円

収入(事業全体)

補助金 105,195円

参加料
1人300円
定員10名
全5講座

15,000円

②収入総計額 120,195円

③消耗品費(15,000円)は❷参加料で補う。

①
②
③
④
⑤

①報償費、②人件費、④印刷費、⑤使用料は、
❶の補助金から補う。(補助対象経費)

❶
❷
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★実績報告のポイント★
原則事業計画当初の補助対象経費、補助対象外経費の枠内で実績報告
をしてください。

①事業の収支が黒字になった場合(Ｐ２４参照)
②補助対象経費の支出額が補助金交付額を下回った場合

(Ｐ２５参照)
③適切な領収書等が実績報告の際に提出できない場合

(適切な領収書についてはＰ１７～２０参照)

以下にあてはまる場合は、返還金が生じます！

等

★実績報告時の注意点！



返還金が発生する場合

【事業計画時(申請書類提出時)】 【事業終了時(実績報告提出時)】

収入 円 収入 円

補助金 150,000 補助金 (＊ア) 150,000

参加費 20,000 参加費(＊イ) 20,000

収入総額 170,000 収入総額(＊ウ) 170,000

支出 円 支出 円

補助対象経費 150,000 補助対象経費　(＊エ) 150,000

補助対象外経費 20,000 補助対象外経費 10,000

支出総額 170,000 支出総額(＊オ) 160,000

返還金：収入総額(＊ウ)ー支出総額(＊オ) 10,000

事業終了

(１)事業の収支が黒字になった場合

24

補助事業全体の収入から支
出を引き黒字になった場合
は、返還金が生じます。

収益が発生した場合は、納付書による返納が必要です。(営利目的の事業は補助
の対象にならないため(募集要領P１「補助の対象となる事業」のとおり)。)



(２)補助対象経費の支出額が補助金交付額を下回った場合

次項のように、補助対象経費の支出額が補助金交付額を下回った場合は、納付書に
よる返納が必要です。
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【事業計画時(申請書類提出時)】 【事業終了時(実績報告提出時)】

収入 円 収入 円

補助金 130,000 補助金(*A) 130,000

参加費 20,000 参加費 20,000

収入総額 150,000 収入総額 150,000

支出 円 支出 円

補助対象経費 130,000 補助対象経費(*B) 120,000

補助対象外経費 20,000 補助対象外経費 30,000

支出総額 150,000 支出総額 150,000

(*A⁻*B)を区に返還 10,000

事業終了

補助対象経費の支出が想
定より少なかったため、
使わなかった分は区へ返
還する必要があります。



(３)補助金と参加費で事業の経費を賄えない場合

支出＞収入となり、補助金と参加費で事業の経費をまかなえない場合は、団体の自
己経費で補っていただく必要があります。
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自己経費で補う場合①

【事業計画時(申請書類提出時)】 【事業終了時(実績報告提出時)】

収入 円 収入 円

補助金 150,000 補助金 (＊ア) 150,000

参加費 20,000 参加費(＊イ) 10,000

自己経費 10,000

収入総額 170,000 収入総額(＊ウ) 170,000

支出 円 支出 円

補助対象経費 150,000 補助対象経費　(＊エ) 150,000

補助対象外経費 20,000 補助対象外経費 20,000

支出総額 170,000 支出総額(＊オ) 170,000

事業終了



◆≪相談会について≫

◎日時：令和７年１月２４日(金)午前１０時～午後４時

◎会場：梅丘分庁舎 会議室
(世田谷区松原６－３－５梅丘分庁舎３階)

(１)相談時間は、１団体３０分程度です。

(２)相談会以外での個別対応は原則行いません。

(３)予約制(先着順)です。予約方法は、１月１６日(木)午前９時から１月２３日
正午までに市民活動推進課まで電話予約してください。先着順のため、ご希
望の時間に添えない場合があります。ご了承ください。

［注意点］

(４)本相談会は、書類を作成するうえで疑問点・不明点等がある場合(この経費は補
助対象になるのか、完成した書類を確認してほしい等）にご参加ください。
書類の作成については、別紙の書類作成のポイントをご覧いただき、作成は団
体で行ってください。

予約先
世田谷区市民活動推進課
午前９時００分～午後５時００分
(土日祝を除く)

TEL：６３０４－３１７６
「高齢者社会参加促進支援補助金
相談会の申込について」とお伝え
ください。

期限内に書類の提出がない団体は審査対象にはなりません。書類作成に不安がある団体は相談会
に参加してください。
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★本補助金は、申請期間内に提出のあった申請書類(書類作成が完成し

   ていることが条件)の事業が対象です。

★交付決定後、事業内容や金額等を変更する場合は、必ず変更申請の

   処理が必要です。判断に迷う場合は、事前に市民活動推進課までご

   相談ください。事業途中で変更があったにも関わらず、変更処理を

   せずに実績報告をした場合、補助金の一部または全部を返還してい

   ただく場合がありますのでご注意ください。

★実績報告は、事業終了後１４日以内に提出してください。【厳守】

《留意事項》
※必ずご確認ください！
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◆計画書のポイント

別 紙 ③
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1 

 

事業目的・事業内容の記入例 

 

 

 

事業の目的 

日本の伝統的な和紙を通じ高齢者の居場所づくりと地域貢献を行う。 

◆居場所づくり 

・地域で気軽にでかけられる場所を定期的に設けることで、高齢者が

外へでるきっかけとなり、生きがいや社会参加にもつながる。 

◆地域貢献 

・和紙作りを高齢者の方に体験し学んでいただくことで、和紙への関

心を持ってもらう。 

事業の内容 

市民活動推進課が運営する代田地区会館ロビースペース“ふらり代田”に

て事業を実施する。 

和紙を学び、日常生活の中に取り入れるものを気軽に手作りし、楽しんで

もらう講座を企画する。 

●講座内容：絵手紙・うちわ・ランプシェード・ランチョンマット・クリ

スマス飾り・ちぎり絵・作品 などの作成 

●開催場所：代田地区会館 

●開催日：５月～３月の毎月第２水曜日開催 

     月１回 ※但し、８月は休み。 

     ⇒(５～３月までの１０か月×１回＝１０回開催予定) 

●参加者：１０～１３名 

●対象者：６５歳以上の世田谷区民 

●参加費：無料 

 

 

 

 

 

 

 

 ※その他事業計画欄等の記入例は、令和７年度世田谷区社会参加促進支援補助金募集要領の 

Ｐ１０以降をご確認ください。 

《ポイント①》 

事業の実施目的が明確であり、それに寄与した取り組みになっている。 

≪ポイント②≫ 

事業の実施体制・方法・形態等内容が分かり

やすく、計画が具体的。 

十分に実現可能な事業であると判断できる。 

別紙③ 


